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アメリカ連邦政府の職業公務員の人事制度について

は
じ
め
に

　

ア
メ
リ
カ
連
邦
政
府
の
職
業
公
務
員
に
関
す
る
人
事
制
度
に
つ
い
て
は
、
一
九
二
三
年
職
階
法
に
基
づ
く
人
事
制
度
の
硬
直
性
が

様
々
な
問
題
を
引
き
起
こ
し
、
一
九
七
八
年
公
務
改
革
法
を
中
心
と
し
て
、
部
分
的
な
改
革
が
行
わ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
今
で
も

な
お
、
後
述
す
る
一
般
俸
給
表
（G

eneral Schedule: G
S

）
を
中
心
と
し
て
、
職
階
制
に
基
づ
く
人
事
制
度
が
広
く
適
用
さ
れ
て

い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
議
会
の
機
関
で
あ
る
会
計
検
査
院
（G

overnm
ent A

ccountability O
ffice: G

A
O

）
に
つ
い
て
は
、
一
九
八
〇

年
ま
で
は
、
行
政
府
の
職
業
公
務
員
と
同
じ
人
事
制
度
が
適
用
さ
れ
て
い
た
が
、
累
次
の
法
改
正
に
よ
り
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
独
自
の
人
事
制

度
を
構
築
す
る
裁
量
が
拡
大
さ
れ
て
き
た
。
1

平　

井　

文　

三

論

　説ア
メ
リ
カ
連
邦
政
府
の
職
業
公
務
員
の
人
事
制
度
に
つ
い
て

　
　
　
―
―
Ｇ
Ａ
Ｏ
を
例
と
し
て
―
―



47巻１号　（2012. ７）　（　　）44

論　　説
　

本
稿
で
は
、
最
初
に
、
従
来
の
職
階
制
型
の
人
事
制
度
の
問
題
点
と
、
そ
れ
に
代
替
す
る
ペ
イ
バ
ン
ド
制
度
が
行
政
府
の
一
部
に

お
い
て
導
入
さ
れ
て
き
た
経
緯
を
見
て
い
く
。
そ
の
上
で
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
人
事
制
度
の
変
遷
を
整
理
す
る
。
最
後
に
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
発
足
か

ら
現
在
ま
で
の
人
員
構
成
の
変
遷
、
特
に
、
一
九
九
〇
年
代
の
予
算
削
減
及
び
現
下
の
緊
縮
財
政
下
に
お
い
て
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
ど
の
よ

う
に
対
応
し
た
か
を
見
て
い
く
。

１
．
ア
メ
リ
カ
連
邦
政
府
の
人
事
制
度
と
ペ
イ
バ
ン
ド
制
の
一
部
導
入
に
つ
い
て

　
（
１
）　

一
般
俸
給
表

　

Ｇ
Ｓ
は
、
大
部
分
の
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
連
邦
職
員
に
適
用
さ
れ
る
俸
給
表
で
、
15
級
（grade: 

最
下
級
が
Ｇ
Ｓ‒

１
で
、
Ｇ
Ｓ‒

15

ま
で
あ
る
）
あ
り
、
各
級
は
一
〇
の
号
俸
（step

）
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
大
学
学
部
卒
、
職
務
経
験
な
し
の
場
合
、
Ｇ
Ｓ‒

５
に

格
付
け
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
学
部
成
績
が
特
に
優
秀
と
認
め
ら
れ
る
基
準
（Superior A

cadem
ic A

chievem
ent

）
を
満
た
す
者
、

又
は
大
学
院
修
士
課
程
一
年
次
を
修
了
し
て
い
る
が
学
位
未
取
得
の
者
は
、
Ｇ
Ｓ‒

７
に
格
付
け
さ
れ
る
。
修
士
号
取
得
者
は
、
通

常
は
Ｇ
Ｓ‒

９
に
格
付
け
さ
れ
る
。

　

昇
給
は
年
に
一
号
俸
で
、
業
績
が
平
均
以
上
で
あ
れ
ば
昇
給
期
間
が
短
縮
さ
れ
る
。
昇
格
す
る
た
め
に
は
、
現
在
の
級
に
一
年
以

上
い
る
こ
と
が
要
件
と
な
る
。
物
価
上
昇
率
調
整
は
、
毎
年
一
月
に
、
大
統
領
が
議
会
の
承
認
を
得
て
行
う
。
地
域
の
生
計
費
の
差

に
基
づ
く
地
域
調
整
も
あ
り
、
現
在
は
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
地
域
が
（
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
に
近
い
た
め
）
最
も
高
い
。

2

3
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（
２
）　

ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム

　

ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
は
、
幅
の
広
い
バ
ン
ド
、
又
は
ク
ラ
ス
タ
ー
と
呼
ば
れ
る
、
Ｇ
Ｓ
よ
り
も
大
く
く
り
の
給
与
額
帯
の
み

定
め
る
も
の
で
あ
る
。
ペ
イ
バ
ン
ド
を
採
用
す
る
機
関
は
、
自
機
関
の
各
バ
ン
ド
に
属
す
る
職
員
の
期
待
要
件
と
上
限
・
下
限
を
定

め
て
い
る
。
官
職
の
昇
任
は
、
年
功
で
は
な
く
、
成
績
主
義
で
行
う
。
ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
で
は
、
業
績
賞
与
又
は
業
績
昇
給

に
よ
る
業
績
給
部
分
が
含
ま
れ
て
お
り
、
昇
任
は
、
必
ず
し
も
昇
給
を
伴
わ
な
い
。

　

ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
機
関
と
そ
う
で
な
い
機
関
の
間
の
人
事
異
動
が
あ
る
た
め
、
採
用
し
て
い
る
機
関
は

Ｇ
Ｓ
と
の
対
応
関
係
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

現
時
点
で
ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
機
関
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
国
土
安
全
保
障
省
（D

epartm
ent of H

om
eland Security: D

H
S

）
運
輸
保
安
庁
（T

ransportation Security A
dm

inistration: 

T
SA

。
空
港
等
の
輸
送
保
安
業
務
を
行
う
）

②
連
邦
航
空
庁
（Federal A
viation A

dm
inistration: FA

A

。
航
空
管
制
業
務
を
行
う
独
立
行
政
機
関
）

③
Ｇ
Ａ
Ｏ

④
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ス
関
係
機
関

⑤
内
国
歳
入
庁
（Internal R

evenue Service: IR
S

）

⑥
国
立
基
準
・
技
術
研
究
所
（N

ational Institute of Standards and Technology: N
IST

）

　

こ
の
他
、
Ｓ
Ｅ
Ｓ
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
三
年
ま
で
は
六
級
の
定
額
俸
給
で
あ
っ
た
も
の
が
、
二
〇
〇
四
年
に
単
一
の
ペ
イ
バ
ン

ド
（
た
だ
し
、
当
該
機
関
に
お
け
る
Ｏ
Ｐ
Ｍ
に
承
認
さ
れ
た
業
績
評
価
シ
ス
テ
ム
の
有
無
に
よ
り
、
上
限
に
差
が
あ
る
）
と
な
っ
て

い
る
。
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国
防
総
省
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
三
年
の
法
律
に
よ
り
独
自
の
人
事
シ
ス
テ
ム
を
設
け
る
権
限
を
授
権
さ
れ
、
国
家
安
全
人
事
シ

ス
テ
ム
（N

ational Security Personnel System
: N

SPS

）
と
称
さ
れ
る
人
事
シ
ス
テ
ム
の
た
め
の
規
則
制
定
を
進
め
る
と
と
も

に
、
順
次
ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
に
移
行
を
開
始
し
た
（
二
〇
〇
六
年
一
一
、
〇
〇
〇
人
、
二
〇
〇
七
年
一
〇
二
、
〇
〇
〇
人
、

二
〇
〇
八
年
一
八
〇
、
〇
〇
〇
人
、
最
終
目
標
六
五
〇
、
〇
〇
〇
人
）。
労
働
組
合
は
、
団
体
交
渉
権
の
制
約
等
が
法
律
の
授
権
を

越
え
て
い
る
と
し
て
国
防
長
官
を
訴
え
る
が
、
控
訴
審
で
敗
訴
し
て
い
る
。
し
か
し
、
二
〇
〇
九
年
に
Ｎ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
を
廃
止
す
る
法
律

が
制
定
さ
れ
、
二
〇
一
一
年
末
ま
で
（
法
律
上
は
二
〇
一
二
年
一
月
一
日
）
ま
で
に
、
す
べ
て
の
職
員
が
Ｇ
Ｓ
に
移
行
し
て
い
る
。

　

国
土
安
全
保
障
省
は
、
二
〇
〇
二
年
の
設
置
法
に
よ
っ
て
人
事
管
理
制
度
に
関
す
る
権
限
を
授
権
さ
れ
、
二
〇
〇
五
年
にM

ax 

H
R

と
称
さ
れ
る
ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
を
含
む
規
則
案
を
公
表
し
た
。
こ
ち
ら
も
同
様
の
理
由
で
労
働
組
合
に
提
訴
さ
れ
、
国

防
総
省
と
は
逆
に
、
国
土
安
全
保
障
長
官
が
控
訴
審
で
敗
訴
し
、
上
告
を
断
念
し
て
い
る
。

　

ブ
ッ
シ
ュ
（
子
）
政
権
下
の
二
〇
〇
五
年
に
準
備
さ
れ
た
公
務
労
働
改
革
法
案
（W

orking for A
m

erica A
ct: W

FA
A

）
で
は
、

二
〇
一
〇
年
度
ま
で
に
、
Ｇ
Ｓ
を
廃
止
し
、
各
省
ご
と
に
ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
が
、

議
会
で
の
法
案
提
出
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

　

ペ
イ
バ
ン
ド
・
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
理
由
は
、
Ｇ
Ｓ
シ
ス
テ
ム
（
さ
ら
に
は
そ
の
基
礎
と
な
る
職
階
制
）
の

硬
直
性
に
あ
る
。
ウ
ィ
ル
ソ
ン
の
「
官
僚
制
」
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
事
例
と
し
て
、
以
下
の
例
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

①
一
九
七
七
年
に
、
二
つ
の
研
究
所
が
統
合
し
て
サ
ン
デ
ィ
エ
ゴ
の
海
軍
海
洋
シ
ス
テ
ム
セ
ン
タ
ー
（N

aval O
cean System

s 

C
enter: N

O
SC

）
が
設
立
さ
れ
た
際
、
職
務
明
細
書
の
書
き
換
え
と
そ
の
分
類
で
人
事
専
門
家
と
ラ
イ
ン
管
理
職
が
対
立
し
た
、

例
え
ば
、
人
事
専
門
家
が
魚
雷
設
計
に
従
事
す
る
電
子
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
魚
雷
誘
導
シ
ス
テ
ム
の
ロ
ジ
ッ
ク･

シ
ス
テ
ム
の
世
界

的
エ
キ
ス
パ
ー
ト
）
を
、「
発
明
を
行
う
」
と
い
う
行
為
で
人
事
委
員
会
職
務
分
類
マ
ニ
ュ
ア
ル
で
Ｇ
Ｓ‒

15
か
ら
Ｇ
Ｓ‒

13
に

5

6

7

8

9
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引
き
下
げ
よ
う
と
し
、
ラ
イ
ン
の
管
理
職
と
ト
ラ
ブ
ル
に
な
っ
た
。

②
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
砂
漠
の
中
に
あ
る
チ
ャ
イ
ナ
・
レ
イ
ク
の
海
軍
武
器
セ
ン
タ
ー
（N

aval W
eapon C

enter: N
W

C

）
は
、

地
理
的
に
人
材
を
集
め
る
が
困
難
な
一
方
で
流
出
は
激
し
く
、
海
軍
航
空
エ
ン
ジ
ニ
ア
訓
練
場
（N

aval A
erospace 

E
ngineering T

raining G
rounds

）
と
嘲
笑
さ
れ
る
ほ
ど
で
あ
っ
た
。
職
員
の
配
置
換
え
に
は
大
量
の
文
書
が
必
要
と
な
り
、

降
格
は
ほ
ぼ
不
可
能
な
状
況
で
あ
っ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
人
事
専
門
家
側
も
、
職
務
明
細
を
作
成
し
、
分
類
し
、
フ
ァ
イ
ル
す
る
（
そ
し
て
、
そ
の
ま
ま
忘
れ
ら
れ
て
し
ま

う
）
た
め
に
、
多
大
な
業
務
量
を
必
要
と
し
た
。
Ｎ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
の
魚
雷
エ
ン
ジ
ニ
ア
の
職
務
分
類
に
、
シ
ン
グ
ル
・
ス
ペ
ー
ス
で
五
、

六
ペ
ー
ジ
の
文
書
作
成
が
必
要
と
な
る
。
あ
る
人
事
専
門
家
の
回
想
で
は
、
そ
の
人
事
専
門
家
が
最
初
に
Ｎ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
に
お
い
て
分
類

し
た
職
員
は
Ｇ
Ｓ‒

13
の
数
学
者
で
、
九
か
月
を
要
し
た
と
い
う
。

　

一
九
七
八
年
公
務
改
革
法
（C

ivil Service R
eform

 A
ct of 1978

）
は
、
Ｏ
Ｐ
Ｍ
に
、
人
事
制
度
変
更
の
「
実
験
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

を
実
施
す
る
権
限
を
授
権
し
、
Ｏ
Ｐ
Ｍ
は
、
Ｎ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
と
Ｎ
Ｗ
Ｃ
に
お
い
て
、
Ｎ
Ｗ
Ｃ
の
所
在
地
に
ち
な
み
「
チ
ャ
イ
ナ
・
レ
イ
ク
・

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
呼
ば
れ
る
実
験
を
行
っ
た
。
こ
の
実
験
の
目
的
は
、
ラ
イ
ン
管
理
職
に
、
職
務
の
割
当
、
昇
任
及
び
報
奨
に
関

す
る
裁
量
を
与
え
る
こ
と
で
あ
る
。
海
軍
武
器
セ
ン
タ
ー
の
官
職
は
五
つ
の
キ
ャ
リ
ア
・
パ
ス
（
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
、
テ
ク
ニ

カ
ル
、
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
、
行
政
及
び
補
助
事
務
）
に
分
け
ら
れ
、
一
八
級
（
当
時
）
の
Ｇ
Ｓ
の
職
級
は
、
キ
ャ
リ
ア
・
パ
ス
に
よ

り
、
４
か
ら
６
の
ペ
イ
バ
ン
ド
に
分
け
ら
れ
た
。
エ
ン
ジ
ニ
ア
で
い
え
ば
、
Ｇ
Ｓ‒

９
か
ら
11
ま
で
が
バ
ン
ド
Ⅱ
と
さ
れ
、
新
規
採

用
の
Ｇ
Ｓ‒

９
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
が
著
し
く
優
秀
な
業
績
を
収
め
れ
ば
、
新
た
な
職
務
の
割
当
、
管
理
職
的
な
責
任
の
追
加
又
は
昇
任

な
し
に
、
Ｇ
Ｓ‒

11
の
水
準
ま
で
昇
給
可
能
と
な
っ
た
。
こ
の
実
験
に
は
、
二
つ
の
研
究
所
に
所
属
す
る
約
五
、
〇
〇
〇
人
の
職
員

が
参
加
し
て
い
る
（
科
学
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
及
び
テ
ク
ニ
カ
ル
な
職
務
の
者
が
中
心
で
あ
る
が
、
そ
れ
以
外
の
者
も
含
む
）。

11
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こ
こ
で
は
、
職
務
明
細
書
は
一
ペ
ー
ジ
の
簡
潔
な
も
の
と
な
り
、
職
務
分
類
は
、
数
か
所
チ
ェ
ッ
ク
す
る
だ
け
の
様
式
に
職
務
明

細
書
の
複
写
を
添
付
す
れ
ば
良
く
な
っ
た
。
新
規
採
用
時
の
給
与
は
、
当
該
職
務
の
市
場
賃
金
に
対
応
す
る
よ
う
に
決
め
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
昇
給
と
一
回
限
り
の
業
績
賞
与
の
資
金
が
管
理
職
に
配
分
さ
れ
た
。
こ
の
資
金
と
配
分

ル
ー
ル
は
、
全
員
に
昇
給
・
賞
与
を
与
え
ら
れ
な
い
よ
う
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
管
理
職
は
業
績
に
応
じ
た
配
分
を
せ
ざ
る
を
得
な

か
っ
た
。

　

実
験
の
結
果
、
人
事
専
門
家
と
ラ
イ
ン
管
理
職
の
対
立
は
な
く
な
り
、
こ
れ
ら
の
研
究
所
で
は
、
真
の
意
味
で
の
業
績
給
が
実
施

さ
れ
た
。
研
究
者
を
引
き
付
け
ら
れ
る
高
い
初
任
給
と
早
い
昇
給
チ
ャ
ン
ス
に
よ
り
、
Ｏ
Ｐ
Ｍ
に
よ
る
東
部
の
類
似
研
究
所
と
の
比

較
で
は
、
実
験
開
始
後
五
年
間
で
、
離
職
率
が
、
東
部
で
は
変
化
が
無
か
っ
た
の
に
対
し
、
こ
の
二
研
究
所
で
は
離
職
率
が
低
下
し

て
い
る
。
特
に
、
二
研
究
所
は
、
高
業
績
の
者
の
離
職
を
防
ぐ
こ
と
に
つ
い
て
、
有
意
に
勝
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
給
与
費
は
上
昇

し
て
い
る
。

２
．
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
人
事
制
度

　
（
１
）　

一
九
八
〇
年
Ｇ
Ａ
Ｏ
人
事
法
（T

he G
A

O
 Personnel A

ct of 1980

）

　

一
九
八
〇
年
ま
で
は
、
人
事
制
度
に
関
し
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
行
政
府
の
機
関
と
同
じ
法
規
制
の
下
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
連
邦
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
議
会
監
視
に
お
け
る
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
役
割
の
拡
大
に
伴
い
、
利
益
相
反
に
関
す
る
懸
念
が
増
大
し
た
た
め
、
議
会
は
、
潜
在
的
な

利
益
相
反
を
避
け
る
こ
と
を
主
た
る
ね
ら
い
と
し
て
、
一
九
八
〇
年
Ｇ
Ａ
Ｏ
人
事
法
を
制
定
し
た
。
同
法
に
よ
り
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
職
員

採
用
及
び
人
事
管
理
に
関
す
る
裁
量
が
拡
大
さ
れ
た
。
特
記
す
べ
き
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
一
般
俸
給
表
か
ら
の
除
外
と
、
成
績
主
義
に
基

12

13
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づ
く
独
自
の
給
与
制
度
の
確
立
で
あ
る
。
た
だ
し
、
分
析
官
及
び
法
務
官
に
こ
の
裁
量
を
使
っ
た
ペ
イ
バ
ン
ド
方
式
（
職
務
分
類
の

バ
ン
ド
化
と
業
績
給
の
組
み
合
わ
せ
）
が
導
入
さ
れ
た
の
は
一
九
八
九
年
で
あ
る
。

　
（
２
）　

Ｇ
Ａ
Ｏ
人
事
柔
軟
化
法
（G

A
O

 Personnel Flexibility A
ct

）（
二
〇
〇
〇
年
）

　

こ
の
法
律
は
、
職
員
構
成
の
調
整
、
及
び
院
の
業
務
に
必
要
と
さ
れ
る
技
能
を
有
す
る
職
員
を
採
用
・
保
持
す
る
た
め
に
、
会
計

検
査
院
長
に
、
以
下
の
よ
う
な
裁
量
を
与
え
た
も
の
で
あ
る
。

①
三
年
間
の
時
限
で
、
早
期
希
望
退
職
及
び
免
職
の
際
の
一
時
金
を
提
供
す
る
権
限
を
与
え
る
。

②
人
員
削
減
期
間
に
お
け
る
職
員
の
免
職
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
修
正
す
る
。

③
上
級
の
科
学
、
技
術
及
び
専
門
官
職
に
、
上
級
幹
部
職
（Senior E

xecutive Service: SE
S

）
に
適
用
さ
れ
る
の
と
同
額
の

俸
給
及
び
手
当
を
支
給
す
る
。

　
（
３
）　

二
〇
〇
四
年
Ｇ
Ａ
Ｏ
人
的
資
本
改
革
法

　

本
法
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
人
事
柔
軟
化
法
に
よ
る
院
長
の
裁
量
を
更
に
拡
大
し
た
も
の
で
あ
る
。

①（
２
）
①
の
権
限
を
恒
久
化
す
る
。

②
院
長
が
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
年
次
俸
給
引
上
率
を
、
行
政
府
と
は
別
に
決
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

③
人
員
再
配
置
・
再
分
類
の
結
果
、
降
任
さ
れ
る
職
員
の
給
与
の
現
給
保
障
を
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
俸
給
（
基
本
給
）
が
新
た

な
官
職
の
最
高
額
を
下
回
る
こ
と
に
な
る
ま
で
年
次
俸
給
引
上
げ
を
行
わ
な
い
。

14
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（
４
）　

二
〇
〇
八
年
政
府
説
明
責
任
法
（G

overnm
ent A

ccountability A
ct of 2008

）

　

こ
の
法
律
は
、（
ア
）
ト
ッ
プ
層
の
職
員
を
引
き
付
け
、
保
持
し
、
報
酬
を
与
え
る
こ
と
、（
イ
）
運
営
上
・
行
政
上
の
効
率
性
を

高
め
る
こ
と
、
及
び
（
ウ
）
職
員
の
給
与
に
関
す
る
関
心
に
対
応
す
る
こ
と
、
を
目
的
と
し
て
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
に
以
下
の
権
限
を
与
え
た

も
の
で
あ
る
。

①
全
職
員
に
、
当
該
職
員
の
勤
務
地
に
お
け
る
Ｇ
Ｓ
適
用
職
員
に
連
邦
の
全
省
に
適
用
さ
れ
る
年
次
俸
給
引
上
率
を
、
最
低
引
上

げ
率
と
し
て
適
用
す
る
。

②
二
〇
〇
六
年
に
二
・
六
％
、
二
〇
〇
七
年
に
二
・
四
％
未
満
の
昇
給
し
か
そ
れ
ぞ
れ
受
け
て
い
な
い
者
に
、
こ
の
水
準
ま
で
の

昇
給
及
び
差
額
一
時
金
を
支
給
す
る
。

③
Ｇ
Ａ
Ｏ
に
監
察
総
監
（Inspector G
eneral: IG

）
を
設
置
す
る
。

④
行
政
府
の
機
関
及
び
そ
の
部
局
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
た
財
務
諸
表
監
査
に
伴
う
一
定
の
費
用
を
当
該
機
関
・
部
局
か
ら
徴
収
す

る
。

⑤
上
院
公
会
計
報
告
（Senate Public Financial R

eport

）
の
提
出
義
務
が
生
じ
る
給
与
水
準
か
ら
、
地
域
に
起
因
す
る
率
を

除
外
す
る
改
正
を
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
が
Ｇ
Ｓ
の
地
域
給
を
廃
止
す
る
以
前
に
あ
っ
た
開
示
義
務
を
再
び
義
務
付
け

る
。

⑥
Ｓ
Ｅ
Ｓ
又
は
上
級
レ
ベ
ル
（Senior Level

）
の
職
員
以
外
の
職
員
の
俸
給
（
基
本
給
）
上
限
を
、
Ｇ
Ｓ

－

15
の
一
〇
号
俸
か

ら
幹
部
職
俸
給
表
（E

xecutive Schedule: E
X

）
第
三
水
準
（Level III

）
ま
で
引
き
上
げ
る
。

⑦
院
長
が
、
更
新
可
能
な
三
年
任
期
で
雇
用
可
能
な
専
門
家
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
増
員
す
る
。

⑧
採
用
活
動
に
必
要
な
食
事
そ
の
他
の
合
理
的
な
支
出
に
予
算
を
執
行
可
能
と
す
る
。



　（　　）　47巻１号　（2012. ７）51

アメリカ連邦政府の職業公務員の人事制度について

３
．
人
事
運
用
の
現
状

　

二
〇
一
三
会
計
年
度
の
大
統
領
予
算
教
書
上
の
Ｇ
Ａ
Ｏ
二
〇
一
一
会
計
年
度
の
職
員
数
（
実
績
）
は
、
常
勤
雇
用
換
算
（full-tim

e 

equivalent em
ploym

ent: FT
E

）
で
三
、
二
一
二
人
、
二
〇
一
二
年
（
推
計
）
が
三
、
〇
〇
〇
人
、
二
〇
一
三
年
（
推
計
）
が
三
、

〇
三
六
人
で
あ
る
。

　

新
規
採
用
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
一
会
計
年
度
は
、
当
初
九
〇
人
の
採
用
を
予
定
し
て
い
た
が
、
予
算
成
立
の
遅
れ
（
二
〇
一
一

年
四
月
一
五
日
）
と
減
額
に
よ
り
、
採
用
目
標
を
五
六
人
に
削
減
、
し
か
し
、
実
際
に
採
用
で
き
た
の
は
四
七
人
（
目
標
達
成
率
八

四
％
）
で
あ
っ
た
。
二
〇
〇
九
会
計
年
度
の
三
五
〇
人
予
定
、
三
四
五
人
採
用
、
二
〇
一
〇
年
度
の
二
六
〇
人
予
定
、
二
四
〇
人
採

用
に
比
べ
る
と
激
減
し
て
い
る
。
二
〇
一
一
年
六
月
の
首
席
人
的
資
本
官
の
上
院
小
委
員
会
で
の
証
言
に
よ
る
と
、
過
去
五
年
間

（
二
〇
〇
六

－

二
〇
一
〇
会
計
年
度
）
の
平
均
で
、
年
間
約
三
〇
〇
人
採
用
し
て
い
る
と
証
言
し
て
お
り
、
二
〇
一
一
年
の
減
少
の

大
き
さ
が
際
立
っ
て
い
る
。

　

競
争
率
は
、
二
〇
一
〇
年
の
大
学
院
修
了
レ
ベ
ル
の
分
析
官
官
職
で
二
〇
倍
で
あ
っ
た
。
二
〇
一
二
年
二
月
の
現
地
ヒ
ア
リ
ン
グ

で
は
、
二
〇
一
一
会
計
年
度
の
採
用
四
〇
人
強
に
対
し
て
、
応
募
者
数
は
約
二
、
四
〇
〇
人
で
あ
っ
た
と
説
明
が
あ
っ
た
。

　

Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
職
員
が
継
続
し
て
働
く
職
場
を
作
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
離
職
率
（
離
職
者
数
を
平
均
在
職
者
数
で
除
し
た
値
）

を
公
表
し
て
い
る
。
二
〇
一
一
年
は
、
非
転
職
目
的
と
転
職
目
的
の
離
職
率
の
合
計
が
八
％
、
転
職
目
的
の
離
職
率
の
み
で
四
％
で

あ
り
、
少
な
く
と
も
Ｇ
Ａ
Ｏ
に
つ
い
て
は
、
日
本
で
俗
に
考
え
ら
れ
て
い
る
よ
う
な
「
雇
用
主
も
雇
用
者
も
容
易
に
解
雇
・
退
職
を

す
る
」
と
い
う
人
事
運
用
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

15
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人
員
構
成
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年
六
月
三
〇
日
（
職
員
数
三
二
四
五
人
）
の
内
訳
を
見
る
と
、
以
下
の
と
お
り
と
な
っ
て
い 

る
。勤

務
地
別

　

本
部
七
二
％
、
地
方
事
務
所
（
一
一
か
所
）
二
八
％

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ

　

女
性
四
三
％
、
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
三
〇
％

職
種
別

　

分
析
官
五
六
％

　

財
務
監
査
官
八
％

　

Ｉ
Ｔ
専
門
家
五
％

　

法
曹
資
格
者
四
％

　

エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
二
％

学
位
別

　

修
士
五
六
％　

学
士
二
六
％

　

博
士
六
％

平
均
年
齢
四
三
歳

三
〇
歳
未
満
の
職
員
四
八
五
人

19
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採
用
後
五
年
未
満
の
職
員
一
、
一
八
七
人

退
職
年
金
受
給
適
格
年
齢
到
達
ま
で
一
二
か
月
以
内
の
職
員 

五
一
六
人

　

職
員
の
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
は
、
公
共
政
策
、
行
政
学
、
法
学
、
経
営
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
科
学
、
会
計
、
社
会
科
学
、
経
済
な

ど
多
様
で
あ
る
が
、
採
用
の
中
心
は
、
エ
ン
ト
リ
ー
・
レ
ベ
ル
の
分
析
官
及
び
分
析
関
連
の
そ
の
他
の
官
職
で
あ
る
。
分
析
官
の
採

用
に
関
し
て
は
、
候
補
者
を
プ
ー
ル
す
る
た
め
に
夏
季
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
活
用
す
る
「
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
」
と
い
う
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
設
け
て
い
る
。
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
毎
年
、
一
六
〇
人
の
学
生
を
一
二
週
間
雇
用
し
、
相
互
に
適
合
性
（
相
性
）

を
確
認
で
き
る
機
会
と
し
て
い
る
。
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
平
均
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ン
生
の
約
七
割
に
オ
フ
ァ
ー
を
出
し
、
そ
の
う
ち
約
七
割

が
採
用
さ
れ
る
。
イ
ン
タ
ー
ン
生
も
、
職
務
遂
行
上
必
要
な
研
修
、
公
式
の
目
標
設
定
及
び
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を
と
も
な
う
終
了
時

業
績
評
価
を
受
け
る
。

　

Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
採
用
活
動
も
積
極
的
に
行
っ
て
い
る
。
採
用
活
動
は
、
大
き
く
分
け
て
、
①
Ｇ
Ａ
Ｏ
と
大
学
等
と
の
継
続
的
な
関
係

構
築
、
及
び
②
Ｓ
Ｅ
Ｓ
そ
の
他
の
職
員
に
よ
る
大
学
等
と
の
関
係
の
開
発
・
維
持
で
あ
る
。

　

大
学
と
の
関
係
構
築
で
は
、
す
べ
て
の
新
規
採
用
官
職
は
公
募
と
し
て
い
る
一
方
で
、
公
立
・
私
立
両
方
約
七
〇
大
学
と
密
接
な

関
係
を
構
築
し
て
い
る
。
こ
の
中
に
は
、
歴
史
的
に
黒
人
の
教
育
を
行
っ
て
き
た
大
学
、
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
そ
の
他
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
対

象
の
大
学
も
含
ま
れ
る
。
対
象
大
学
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
が
必
要
と
す
る
ス
キ
ル
（
公
共
政
策
、
会
計
学
、
経
営
学
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
科

学
等
）
に
関
係
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
有
し
て
い
る
。
関
係
構
築
は
、
主
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
大
学
で
実
施
さ
れ
る
イ
ベ
ン
ト
へ
の
訪

問
を
通
じ
て
行
わ
れ
る
。

　

Ｓ
Ｅ
Ｓ
等
の
活
動
は
、
担
当
の
大
学
を
割
り
当
て
た
上
で
、
リ
ク
ル
ー
タ
ー
と
し
て
、
担
当
大
学
の
教
員
、
就
職
担
当
事
務
職
員

21
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及
び
学
生
に
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
職
務
遂
行
上
必
要
な
ス
キ
ル
を
理
解
し
て
も
ら
う
こ
と
で
あ
る
。
Ｓ
Ｅ
Ｓ
に
よ
る
も
の
がC

am
pus 

E
xecutive Program

、
Ｓ
Ｅ
Ｓ
未
満
の
職
員
に
よ
る
も
の
がC

am
pus M

anager Program

で
あ
る
。
こ
の
活
動
を
、
他
の
職
員

（
多
く
の
場
合
、
当
該
大
学
の
卒
業
・
修
了
生
）
が
、
大
学
キ
ャ
ン
パ
ス
で
の
イ
ベ
ン
ト
（
情
報
提
供
セ
ッ
シ
ョ
ン
、
授
業
内
プ
レ

ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
キ
ャ
リ
ア
・
フ
ェ
ア
）
な
ど
の
企
画
・
実
施
を
通
じ
て
支
援
す
る
。
こ
の
他
、
採
用
支
援
を
社
会
的
使
命
と
考

え
る
よ
う
な
団
体
に
対
し
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
職
員
が
そ
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
や
職
務
上
の
経
験
談
を
す
る
こ
と
も
あ
る
。
公
共
政
策
や
行
政
学
の

大
学
院
に
お
け
る
政
策
分
析
実
習
に
お
い
て
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
が
「
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
」
と
し
て
課
題
提
示
や
分
析
へ
の
助
言
を
行
う
こ
と
も

行
っ
て
い
る
。

　

二
〇
〇
一
年
か
ら
は
、
毎
年
、
関
係
構
築
を
し
て
い
る
大
学
を
中
心
と
す
る
大
学
の
研
究
科
長
や
教
授
を
招
い
て
、
教
育
諮
問
パ

ネ
ル
（E

ducational A
dvisory Panel

）
を
開
催
し
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
大
学
側
か
ら
助
言
を
も
ら
う
と
と
も
に
、

大
学
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
対
し
Ｇ
Ａ
Ｏ
か
ら
の
要
望
を
伝
達
し
て
い
る
。
こ
の
他
、
専
門
家
団
体
と
も
、
会
議
へ
の
出
席
・
発
表
や
、

団
体
か
ら
の
講
師
招
聘
に
よ
っ
て
、
関
係
を
築
い
て
い
る
。
こ
の
中
に
は
、
ア
メ
リ
カ
経
済
学
会
の
よ
う
な
、
会
員
の
バ
ッ
ク
グ
ラ

ウ
ン
ド
が
Ｇ
Ａ
Ｏ
と
関
係
す
る
も
の
、
ヒ
ス
パ
ニ
ッ
ク
公
認
会
計
士
協
会
、
黒
人
会
計
士
全
国
協
会
、
連
邦
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
ア
メ

リ
カ
ン
協
議
会
な
ど
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
職
員
構
成
に
十
分
に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
関
係
の
団
体
も
あ
る
。

　

新
規
採
用
職
員
は
、
二
年
間
の
専
門
能
力
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
（Professional D

evelopm
ent Program

: PD
P

）
に
参
加
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
Ｐ
Ｄ
Ｐ
参
加
者
に
は
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
付
く
。
し
か
し
、
彼
ら
に
は
、
個
人
開
発
計
画
（Individual 

D
evelopm

ent Plan

）
の
作
成
と
、
自
ら
の
得
意
分
野
と
能
力
開
発
が
必
要
な
分
野
の
評
価
を
通
じ
て
、
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
開
発
を

主
体
的
に
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
Ｐ
Ｄ
Ｐ
に
お
い
て
は
、
複
数
の
任
務
の
ジ
ョ
ブ
・
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
と
、
座
学
・
Ｏ
Ｊ
Ｔ
双

方
を
通
じ
た
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
作
業
プ
ロ
セ
ス
・
作
業
要
件
に
関
す
る
研
修
が
あ
る
。
Ｐ
Ｄ
Ｐ
参
加
者
は
、
三
か
月
ご
と
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ

24
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ク
と
、
給
与
に
反
映
す
る
、
半
年
に
一
度
の
業
績
評
価
が
あ
る
。

　

Ｐ
Ｄ
Ｐ
の
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
に
は
、
院
長
、
首
席
人
的
資
本
官
、
機
会
均
等
室
長
、
法
律
顧
問
、（
人
的
資
本
室
の
）
首
席

研
修
官
が
参
加
す
る
。
さ
ら
に
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
最
初
の
数
か
月
間
に
、
院
長
等
の
Ｑ
Ａ
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
実
施
さ
れ
る
。
こ
の
他
、

Ｐ
Ｄ
Ｐ
参
加
者
は
、
他
の
職
員
と
同
様
、
適
用
条
件
に
適
合
す
れ
ば
、
フ
レ
ッ
ク
ス
制
、
テ
レ
ワ
ー
ク
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
勤
務
な
ど

の
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
た
め
の
制
度
を
活
用
で
き
る
し
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、
勤
務
環
境
、
キ
ャ
リ
ア
開
発
な
ど
に
関

す
る
メ
ン
タ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
利
用
で
き
る
。
適
格
要
件
を
満
た
せ
ば
、
学
費
ロ
ー
ン
返
済
補
助
も
受
け
ら
れ
る
。

　

Ｐ
Ｄ
Ｐ
参
加
者
か
ら
分
析
官
等
の
正
規
職
員
へ
の
移
行
率
は
、
二
〇
〇
八
年
採
用
者
で
約
九
〇
％
で
あ
る
。

４
．
職
員
構
成
の
変
遷

　

一
九
二
二
年
か
ら
一
九
七
八
年
ま
で
の
職
員
数
の
変
遷
を
図
１
に
示
す
。
当
初
は
二
、
〇
〇
〇
人
規
模
で
発
足
し
、
ニ
ュ
ー

デ
ィ
ー
ル
期
に
倍
増
、
第
二
次
世
界
大
戦
期
に
例
外
的
に
一
四
、
〇
〇
〇
人
超
ま
で
拡
大
し
た
の
ち
、
五
、
〇
〇
〇
〜
六
、
〇
〇
〇

人
程
度
で
推
移
し
て
い
た
こ
と
が
分
か
る
。

　

初
期
の
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
業
務
内
容
は
、
証
票
監
査
（voucher audit
）
で
あ
っ
た
。
一
九
三
六
年
当
時
の
部
局
別
職
員
数
は
以
下
の
と

お
り
で
あ
る
。

院
長
室
（
予
算
・
財
務
、
人
事
、
設
備
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
、
法
律
顧
問
、
議
会
関
係
、
捜
査
室
）：
四
六
一

記
録
局
（
作
業
フ
ロ
ー
の
調
整
、
監
査
済
み
請
求
書
及
び
請
求
並
び
に
債
務
の
フ
ァ
イ
ル
の
保
管
）：
一
、
二
五
〇 25

26

27

28
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図１　GAO総職員数（1922年から1978年まで）

出典：Mosher（1979）, p.193
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監
査
局
（
郵
政
省
以
外
の
各
省
の
会
計
及
び
附
属
書
類

の
検
査
、
認
証
、
又
は
否
認
手
続
開
始
）
：
一
、
三
八

四請
求
局
（
連
邦
政
府
か
ら
の
、
又
は
連
邦
政
府
に
対
す

る
請
求
（
特
に
交
通
費
）
の
取
扱
）：
四
〇
八

会 

計
・
簿
記
局
（
歳
出
と
支
払
命
令
を
記
録
し
、
支
払

命
令
に
連
署
し
、
決
算
し
、
事
前
監
査
で
発
見
さ
れ

た
例
外
に
対
し
回
答
す
る
な
ど
）
：
三
四
四

郵
政
省
局
：
五
九
三

合
計
：
四
、
四
四
〇

　

一
九
六
〇
年
代
に
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
財
務
監
査
か
ら
プ

ロ
グ
ラ
ム
評
価
に
軸
足
を
移
し
て
い
く
こ
と
と
な
る
が
、

こ
れ
は
、
職
員
構
成
に
も
現
れ
て
い
る
（
図
２
及
び
図

３
）。

　

一
九
七
七
会
計
年
度
末
（
九
月
三
〇
日
）
時
点
で
は
、

四
、
〇
八
五
人
の
専
門
家
職
員
の
う
ち
、
二
、
四
九
六

人
が
会
計
士
・
監
査
士
で
あ
る
。
残
り
の
内
訳
は
、
以

図２　GAOの総職員数及び主要専門家グループ職員数（1955-1978）

出典：Mosher（1979）, p.192
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下
の
と
お
り
で
あ
る
。

経
営
・
行
政
／
公
共
経
営
専
門
家 

六
三
〇

法
曹
資
格
者 

一
二
六

保
険
数
理
専
門
家
そ
の
他
の
数
学
者 

一
一
一

請
求
判
定
・
審
査
官 

七
三 

エ
ン
ジ
ニ
ア 

二
七

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
・
情
報
処
理
専
門
家 

五
七

経
済
学
・
社
会
科
学
専
門
家 

二
三
二

人
事
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
専
門
家 

四
三

運
輸
専
門
家 

一
二

そ
の
他 

二
七
八

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

合
計 

一
、
五
八
九

　

こ
の
時
点
で
、
約
一
、
一
〇
〇
人
が
修
士
号
以
上
の

保
持
者
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
Ｍ
Ｂ
Ａ
が
三
九
一
人
、
会

計
学
修
士
が
一
八
三
人
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
公
認
会

計
士
資
格
は
な
お
重
視
さ
れ
、
安
定
的
に
増
加
し
て
お

り
、
一
九
七
七
年
で
六
四
六
人
で
あ
っ
た
。

　

当
時
の
院
長
で
あ
っ
た
ス
タ
ー
ツ
は
、
高
位
の
官
職

図３　主要な専門家グループの職員数が総職員数に占める割合（1955-1978）

出典：Mosher（1979）, p.192
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を
任
命
す
る
機
会
が
あ
る
度
に
、
予
算
局
（
ス
タ
ー
ツ
の
前
職
は
予
算
局
次
長
）
を
中
心
と
す
る
他
の
連
邦
機
関
の
経
験
の
あ
る
、

会
計
士
で
な
い
者
の
任
命
を
行
っ
た
。
最
初
の
機
会
は
、
一
九
六
九
年
に
院
長
補
（
の
ち
に
副
院
長
）
に
ロ
バ
ー
ト
・
Ｆ
・
ケ
ラ
ー

を
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
法
律
顧
問
か
ら
昇
任
さ
せ
た
際
に
、
そ
の
後
任
に
、
多
数
の
連
邦
機
関
（
直
近
は
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ａ
の
法
律
顧
問
）
で
行
政
・

法
務
の
経
験
が
長
い
ポ
ー
ル
・
Ｇ
・
デ
ン
ブ
リ
ン
グ
を
任
命
し
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
以
外
に
、
一
九
六
九
年
か
ら
一
九
七
四
年
ま

で
、
ス
タ
ー
ツ
は
、
四
人
の
職
員
を
外
部
か
ら
院
長
補
又
は
局
長
に
任
命
し
た
。
会
計
の
訓
練
・
経
験
の
あ
る
者
は
な
く
、
全
員
、

予
算
局
の
勤
務
経
験
が
あ
っ
た
。
二
名
は
公
共
経
営
、
一
名
は
政
治
学
者
で
あ
る
が
天
然
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
仕
事
を
し

て
き
た
。
残
り
一
名
は
福
祉
・
人
間
開
発
に
関
す
る
職
務
経
験
の
あ
る
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
で
あ
っ
た
。

　

Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
一
九
九
二
年
に
人
員
削
減
を
開
始
す
る
。
同
年
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
自
主
的
に
採
用
凍
結
を
行
っ
た
。
さ
ら
に
、
一
九
九
五

年
に
、
議
会
が
二
年
間
の
名
目
二
五
％
予
算
削
減
を
行
っ
た
。
こ
れ
に
は
、
イ
ン
フ
レ
や
義
務
的
な
給
与
引
上
げ
の
よ
う
な
、
Ｇ
Ａ

Ｏ
自
身
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
な
い
要
素
が
考
慮
に
入
れ
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
た
め
、
短
期
間
に
大
規
模
な
支
出
削
減
を
行
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
く
な
り
、
人
員
削
減
の
規
模
を
大
き
く
拡
大
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
Ｇ
Ａ
Ｏ
が
こ
の
た
め
に
取
っ
た
手
段
は
、

整
理
解
雇
（reduction-in-force

）、
地
域
事
務
所
の
閉
鎖
、
五
年
間
の
採
用
凍
結
、
業
績
昇
給
・
賞
与
の
中
止
、
技
術
投
資
の
削
減
、

旅
費
・
研
修
・
消
耗
品
等
の
事
務
費
の
削
減
で
あ
っ
た
。
一
九
九
三
会
計
年
度
か
ら
一
九
九
七
会
計
年
度
ま
で
の
人
員
削
減
実
施
期

間
に
は
、
ほ
と
ん
ど
採
用
が
行
わ
れ
な
い
一
方
で
、
最
大
六
〇
〇
人
近
い
職
員
が
離
職
し
て
い
る
（
図
４
）。

　

Ｇ
Ａ
Ｏ
の
職
員
数
（
Ｆ
Ｔ
Ｅ
換
算
）
は
、
一
九
九
二
年
の
五
、
三
二
五
人
か
ら
一
九
九
八
年
の
三
、
二
四
五
人
ま
で
、
三
九
％
減

少
し
て
い
る
（
図
５
）。
地
域
事
務
所
は
、
一
九
九
〇
年
の
三
〇
か
所
か
ら
、
一
九
九
八
年
の
一
六
か
所
ま
で
、
ほ
ぼ
半
減
し
て
い

る
（
図
６
）。
ち
な
み
に
、
一
九
九
八
会
計
年
度
予
算
で
み
る
と
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
予
算
の
八
一
％
が
人
件
費
で
あ
る
（
図
７
）。

　

採
用
凍
結
の
結
果
、
職
員
の
年
齢
構
成
に
は
大
き
な
変
化
が
起
こ
っ
た
。
職
員
年
齢
の
中
央
値
は
、
一
九
九
二
会
計
年
度
の
四
一

29

30
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図４　GAOの採用者数及び離職者数（FY1992-FY1998）

出典：GAO（1999）, p.9

図５　GAOの総職員数（FTE換算，FY1992-FY1999）

出典：GAO（1999）, p.7
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図６　GAOの地方事務所数（FT1992-1999）

出典：GAO（1999）, p.8

図７　GAOの1998会計年度支出予算の内訳

出典：GAO（1999）, p.8
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歳
か
ら
、
一
九
九
九
年
に
は

四
七
歳
に
ま
で
上
昇
し
た

（
図
８
）。
Ｇ
Ａ
Ｏ
職
員
の
約

三
三
％
が
二
〇
〇
四
会
計
年

度
末
ま
で
に
退
職
年
金
適
格

年
齢
と
な
る
（
一
九
九
九
会

計
年
度
の
四
倍
）。
評
価
担

当
職
員
及
び
関
連
職
員
で
は

そ
れ
よ
り
多
く
、
Ｓ
Ｅ
Ｓ
で

は
六
〇
％
に
達
す
る
（
図
９
）。

　

業
績
報
酬
を
一
九
九
三
会

計
年
度
に
廃
止
し
た
結
果
、

給
与
水
準
は
行
政
府
機
関
よ

り
下
回
る
こ
と
と
な
り
、
一

九
九
八
年
に
お
い
て
五
〇
名

超
（
二
〇
％
は
管
理
職
）
の

職
員
が
他
の
連
邦
機
関
へ
転

職
し
、
ま
た
、
民
間
部
門

図８　GAO職員の年齢の中位数（FY1992-FY1999）

出典：GAO（1999）, p10

図９　GAO職員の退職年金適格年齢到達率（FY1998-FY2004）

出典：GAO（1999）, p11
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（
監
査
法
人
な
ど
）
へ
の
流

出
も
あ
っ
た
。

　

外
部
研
修
費
の
減
少
も
大

き
な
問
題
で
あ
っ
た
（
図

10
）。
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
必
要
と

さ
れ
る
技
能
が
多
種
多
様
な

た
め
、
内
部
研
修
で
は
賄
い

き
れ
な
い
部
分
を
、
外
部
の

派
遣
研
修
で
補
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
特
に
、
専
門
資

格
の
更
新
が
必
要
な
者
に
は

重
要
な
問
題
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ

Ｏ
に
よ
れ
ば
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
よ

う
な
多
分
野
に
わ
た
る
職
員

を
擁
す
る
世
界
ク
ラ
ス
の
専

門
サ
ー
ビ
ス
組
織
は
、
予
算

の
六
％
近
く
を
研
修
費
に

「
投
資
」
し
て
い
る
が
、
Ｇ

図10　GAOの職員１人当たり研修費（FY1992-1998）

出典：GAO（1999）, p.12

図11　バンドごとの職員の割合（FY1998（実績）と FY2004-06（予想））

出典： GAO（2004）, p.7, Figure 1.
注：職員の割合は、各会計年度末。
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Ａ
Ｏ
は
、
職
員
の
時
給
、
オ
ー
バ
ー
ヘ
ッ
ド
・
コ
ス
ト
等
を
含
め
て
も
、
一
九
九
八
会
計
年
度
で
四
％
未
満
で
あ
っ
た
。

　

二
〇
〇
〇
年
に
Ｇ
Ａ
Ｏ
人
事
柔
軟
化
法
に
よ
り
与
え
ら
れ
た
早
期
希
望
退
職
制
度
に
よ
り
、
二
〇
〇
二
会
計
年
度
に
五
二
人
、
二

〇
〇
三
会
計
年
度
三
七
人
に
希
望
退
職
を
行
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
中
間
レ
ベ
ル
の
分
析
官
の
バ
ン
ド
（B

and II

）
を
一
九
九
八

年
会
計
年
度
末
と
比
較
し
て
二
〇
〇
二
会
計
年
度
ま
で
に
八
％
削
減
し
、
逆
に
エ
ン
ト
リ
ー
・
レ
ベ
ル
の
分
析
官
の
バ
ン
ド
（B

and 

I

）
を
六
〇
％
増
員
し
て
い
る
。
な
お
、B

and II

は
、
二
〇
〇
五
年
に
上
級
分
析
官
（Senior A

nalyst

）
のB

and IIA

と
、
主
任

分
析
官
（Lead A

nalyst
）
のB

and IIB

に
分
割
さ
れ
て
い
る
。

　

Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
二
〇
一
一
会
計
年
度
の
厳
し
い
財
政
状
況
に
伴
い
、
既
に
二
〇
一
一
年
八
月
に
、
早
期
退
職
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
一
時

金
（
二
五
、
〇
〇
〇
ド
ル
）
の
提
供
を
決
め
、
Ｏ
Ｐ
Ｍ
の
承
認
も
受
け
て
い
る
。
対
象
は
五
六
名
で
、
管
理
職
レ
ベ
ル
、
上
位
レ
ベ

ル
の
分
析
官
及
び
捜
査
官
で
あ
る
。
退
職
者
は
九
月
八
日
ま
で
に
応
募
し
、
九
月
三
〇
日
ま
で
に
退
職
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
．
ま
と
め

　

全
連
邦
政
府
機
関
の
職
業
公
務
員
を
、
あ
る
一
つ
の
も
の
さ
し
で
職
種
及
び
職
級
に
分
類
し
よ
う
と
す
る
職
階
制
は
、
あ
る
行
政

機
関
、
あ
る
い
は
個
々
の
官
職
の
、
い
わ
ば
「
ユ
ニ
ー
ク
さ
」
が
求
め
ら
れ
る
場
合
に
、
そ
れ
を
取
り
込
む
こ
と
が
非
常
に
難
し
く

な
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
一
九
七
〇
年
代
以
後
、
ペ
イ
バ
ン
ド
の
よ
う
な
形
で
、
研
究
職
を
始
め
と
す
る
ユ
ニ
ー
ク
な
官
職
の
格
付

け
等
に
関
し
、
任
用
者
た
る
政
府
機
関
の
裁
量
を
高
め
る
動
き
が
生
じ
て
き
た
。
並
行
し
て
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
業
務
の
主
体
を
財
務
監

査
か
ら
プ
ロ
グ
ラ
ム
評
価
に
移
行
し
、
職
員
の
職
種
も
、
そ
れ
ま
で
の
会
計
官
中
心
か
ら
、
業
務
内
容
が
専
門
的
・
非
定
型
的
な
分

析
官
中
心
へ
と
移
行
し
つ
つ
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
中
で
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
①
人
事
管
理
の
自
律
性
・
柔
軟
性
を
高
め
る
、
②
議
会
の

32

33

34
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機
関
と
し
て
の
、
行
政
府
か
ら
の
独
立
性
を
高
め
、
人
事
管
理
に
つ
い
て
は
行
政
府
の
機
関
に
よ
る
規
制
を
弱
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

行
政
府
の
機
関
、
特
に
人
事
管
理
機
関
に
対
す
る
監
査
・
評
価
に
お
け
る
利
益
相
反
を
避
け
る
、
と
い
う
こ
と
を
通
じ
て
、
独
自
の

人
事
制
度
を
獲
得
す
る
こ
と
に
成
功
し
た
。
し
か
し
、
制
度
を
自
律
的
に
形
成
す
る
能
力
を
獲
得
し
て
も
、
実
際
に
適
用
可
能
な
制

度
を
実
施
す
る
ま
で
に
は
、
一
〇
年
の
期
間
が
必
要
で
あ
っ
た
。

　

任
用
に
関
し
て
み
る
と
、
①
行
政
府
の
機
関
と
比
較
し
て
も
高
学
歴
（
修
士
号
取
得
者
が
中
心
）
の
者
を
採
用
す
る
、
採
用
活
動

に
当
た
っ
て
も
、
優
秀
な
者
を
獲
得
す
る
た
め
に
、
人
的
・
資
金
的
リ
ソ
ー
ス
を
注
ぎ
込
む
、
②
そ
の
よ
う
に
し
て
採
用
さ
れ
た
者

に
対
し
、
初
任
時
点
で
の
Ｐ
Ｄ
Ｐ
の
二
年
の
研
修
を
始
め
、
人
的
資
本
に
対
す
る
十
分
な
投
資
を
行
う
、
③
採
用
後
は
、
自
然
離
職

率
は
か
な
り
低
い
、
と
い
う
、
日
本
の
新
卒
採
用
・
部
内
育
成
・
終
身
雇
用
に
近
い
人
事
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
。
組
織
の
業
務
内

容
の
変
化
に
伴
う
職
種
構
成
の
変
化
に
つ
い
て
も
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
よ
う
な
特
殊
な
時
期
を
除
い
て
は
、
基
本
的
に
は
退
職

者
の
補
充
の
際
に
行
わ
れ
て
き
た
。

　

逆
に
、
一
九
九
〇
年
代
に
は
、
こ
の
よ
う
な
人
事
管
理
を
行
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
人
員
削
減
を
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た

た
め
、
五
年
間
の
新
規
採
用
抑
制
を
中
心
と
し
た
人
員
削
減
策
の
結
果
、
レ
ベ
ル
別
（
ペ
イ
バ
ン
ド
別
）
の
職
員
構
成
に
大
き
な
歪

み
を
生
じ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
対
処
す
る
た
め
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
、
人
員
削
減
措
置
終
了
後
も
、
裁
量
と
し
て
与
え
ら
れ
た
希
望

退
職
制
度
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
職
員
構
成
の
適
正
化
を
図
ら
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
。
新
規
採
用
抑
制
に
よ
る
人
員
削
減
に

当
た
っ
て
は
、
ペ
イ
バ
ン
ド
の
よ
う
な
柔
軟
な
人
事
制
度
が
実
施
さ
れ
て
い
る
場
合
で
さ
え
、
職
員
構
成
の
歪
み
は
生
じ
う
る
し
、

こ
れ
に
対
す
る
対
策
が
必
要
に
な
る
と
い
う
一
例
で
あ
ろ
う
。
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　注
（
１
）　

Ｇ
Ａ
Ｏ
の
訳
語
に
つ
い
て
は
、
慣
例
的
に
「
会
計
検
査
院
」
と
さ
れ
て
お
り
、
本
稿
も
こ
れ
に
基
づ
く
。
こ
の
訳
語
は
、
二
〇
〇
四
年

７
月
ま
で
の
名
称
「G

eneral A
ccounting O

ffice

」
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。
現
在
の
名
称
及
び
財
務
監
査
よ
り
も
業
績
監
査
が
主
で

あ
る
と
い
う
現
在
の
業
務
内
容
に
鑑
み
て
、
他
の
訳
語
を
用
い
て
い
る
例
も
あ
る
。
例
え
ば
、
益
田
直
子
（
二
〇
一
一
）
で
は
「
行
政
活

動
検
査
院
」
と
訳
出
し
て
い
る
。
同
書
八
頁
、
注
１
参
照
。

（
２
）　

本
項
は
、
他
に
注
記
の
な
い
限
り
、C

all to Serve

（
非
営
利
団
体Partnership for Public Service

と
人
事
管
理
庁
と
の
共
同
イ

ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
）
の
サ
イ
ト
（http://w

w
w

.m
akingthedifference.org/federalbenefits/federalpay.shtm

l, 

二
〇
一
二
年
三
月
一

二
日
確
認
）
に
基
づ
く
。

（
３
）　

一
九
七
八
年
公
務
改
革
法
（C

ivil Service R
eform

 A
ct of 1978

）
施
行
以
前
は
、
Ｇ
Ｓ‒

18
ま
で
あ
っ
た
が
、
同
法
に
よ
り
、
Ｇ
Ｓ‒

16
か
ら
Ｇ
Ｓ‒

18
は
、
上
級
幹
部
公
務
員
（Senior E

xecutive Service

）
に
移
行
し
た
。W

ilson (1989),p. 143

参
照
。

（
４
）　

格
付
け
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、O
PM

ウ
ェ
ブ
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. A
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（http://w
w

w
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日
確
認
）
参
照
。
な
お
、Superior A

cadem
ic A

chievem
ent

の
基
準
と

し
て
は
、
全
科
目
で
Ｇ
Ｐ
Ａ
三
・
〇
以
上
（
大
学
四
年
間
又
は
卒
業
前
二
年
間
）
又
は
主
専
攻
分
野
の
科
目
又
は
そ
の
分
野
の
必
修
科
目

で
Ｇ
Ｐ
Ａ
三
・
五
以
上
（
卒
業
前
二
年
間
）
で
あ
る
。

（
５
）  
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〇
〇
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年
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月
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一
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６
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二
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一
一
年
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一
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同
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w
w

.

govexec.com
/oversight/2011/01/nsps-em
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二
〇
一
二
年
三
月
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四
日
確

認
）
参
照
。
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（
８
）　

二
〇
〇
六
年
八
月
一
一
日
付
けFederal C

om
puter W

eek

（http://fcw
.com

/articles/2006/08/11/dhs-no-appeals-court-

rehearing-for-m
axhr.aspx, 

二
〇
一
二
年
三
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一
四
日
確
認
）
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び
同
年
九
月
二
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日
付
け
同
誌
（http://fcw

.com
/articles/2006/

〇
九/26/no-suprem

e-court-appeal-for-m
axhr.aspx, 

二
〇
一
二
年
三
月
一
四
日
確
認
）
参
照
。
な
お
、
Ｔ
Ｓ
Ａ
の
人
事
制
度
は
別

の
法
律
に
基
づ
い
て
お
り
、
ペ
イ
バ
ン
ド
を
実
施
し
て
い
る
。
Ｔ
Ｓ
Ａ
俸
給
表
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
（http://w

w
w

.tsa.gov/join/careers/

pay_scales.shtm
, 

二
〇
一
二
年
三
月
一
四
日
確
認
）
参
照
。

（
９
）　

森
脇
（
二
〇
〇
七
）、
三
六

－

三
七
頁
参
照
。

（
10
）　W

ilson (1989), pp.137-139 

参
照
。

（
11
）　

人
事
委
員
会
（C

ivil Service C
om

m
ission

）
は
、
一
九
七
八
年
公
務
改
革
法
に
よ
り
、
人
事
管
理
庁
（O

ffice of Personnel 

M
anagem

ent

）
と
成
績
主
義
保
護
委
員
会
（M

erit System
 Protection B

oard

）
に
分
割
さ
れ
た
。

（
12
）　ibid., pp. 146-148 

参
照
。

（
13
）　

本
項
は
、G

A
O

 (2009 a)
に
よ
る
。

（
14
）　

な
お
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
名
称
がG

eneral A
ccounting O

ffice

か
らG

overnm
ent A

ccountability O
ffice

に
改
め
ら
れ
た
の
も
、
こ
の

法
律
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

（
15
）　O

ffice of M
anagem

ent and B
udget (2012), A

ppendix, p.44 

参
照
。
職
員
数
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
が
そ
の
予
算
に
よ
り
直
接
任
用
す
る
職

員
の
数
と
、
他
会
計
に
移
し
替
え
可
能
な
予
算
に
よ
り
任
用
す
る
職
員
の
数
（reim

bursable civilian full-tim
e equivalent 

em
ploym

ent

）
の
合
計
で
あ
る
。
二
〇
一
一
会
計
年
度
の
職
員
数
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
自
身
が
発
行
す
る
「
業
績
・
説
明
責
任
報
告
書
」
の
デ
ー

タ
と
も
一
致
す
る
。G

A
O

 (2011b), p. 48 

参
照
。
な
お
、
連
邦
政
府
の
政
治
任
用
官
職
一
覧
で
あ
る
通
称
「
プ
ラ
ム
・
ブ
ッ
ク
」
に
よ

れ
ば
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
で
成
績
主
義
に
基
づ
か
な
い
任
用
で
あ
る
の
は
、
院
長
（
上
院
承
認
を
経
て
大
統
領
任
命
、
幹
部
職
俸
給
表
第
二
水
準
、

任
期
一
五
年
）
及
び
副
院
長
（
上
院
承
認
を
経
て
大
統
領
任
命
、
幹
部
職
俸
給
表
第
三
水
準
、
任
期
の
定
め
な
し
）
の
二
人
の
み
で
あ
る
。

U
S Senate, C

om
m

ittee on H
om

eland Security and G
overnm

ent A
ffairs (2008), p. 1 

参
照
。

（
16
）　G

A
O

 (2011b), p. 34 

、G
A

O
 (2010). p. 36 

、G
A

O
 (2009b), p.35

及
びG

A
O

 (2011a), p. 1 

参
照
。

（
17
）　G

A
O

 (2011a), p. 7 

参
照
。

（
18
）　G

A
O

 (2011b), p.36 

参
照
。
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（
19
）　

Ｇ
Ａ
Ｏ
の
財
務
監
査
の
業
務
は
、
法
律
上
、
か
な
り
限
定
さ
れ
て
い
る
。
31
Ｕ
Ｓ
Ｃ
に
よ
れ
ば
、
財
務
省
の
内
国
歳
入
庁
及
び
租
税
・

貿
易
局
、
司
法
省
の
ア
ル
コ
ー
ル
・
た
ば
こ
・
火
器
・
爆
発
物
局
（sec. 713

）、
金
融
機
関
検
査
協
議
会
、
連
邦
準
備
委
員
会
、
連
邦
準

備
銀
行
、
連
邦
預
金
保
険
公
社
及
び
財
務
省
通
貨
監
督
官
室
（sec. 714

）
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
政
府
（
財
務
及
び
業
務
、sec. 715

）
で
あ

る
。
一
般
的
に
、
個
別
機
関
の
監
査
は
、
各
機
関
の
Ｉ
Ｇ
又
は
外
部
監
査
機
関
が
行
い
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
は
各
省
が
監
査
し
た
財
務
諸
表
の
レ

ビ
ュ
ー
を
行
う
こ
と
も
で
き
る
し
、
自
身
が
監
査
を
、
自
ら
の
裁
量
、
議
会
の
委
員
会
の
要
請
又
は
機
関
の
要
請
に
よ
り
行
う
こ
と
も
で

き
る
（sec. 3521-3522

）。Sec.3523-3526

で
は
、
院
長
の
、
各
機
関
の
個
別
歳
入
・
歳
出
に
対
す
る
監
査
権
限
を
規
定
し
て
い
る
。
二

〇
一
一
会
計
年
度
に
公
表
さ
れ
た
監
査
結
果
は
一
〇
件
で
、
議
会
の
要
請
に
よ
る
議
会
部
局
に
対
す
る
も
の
が
二
件
、
個
別
法
に
基
づ
く

も
の
が
八
件
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
議
会
表
彰
財
団
（section 107 of the C

ongressional A
w

ard A
ct, as am

ended (2 U
.S.C

. §  

807

））、
上
院
事
務
用
品
室
（
議
会
要
請
）、
上
院
ギ
フ
ト
・
シ
ョ
ッ
プ
独
立
採
算
会
計
（
同
左
）、
連
邦
預
金
保
険
公
社
（section 

一
七 

of the Federal D
eposit Insurance A

ct

）、
ア
メ
リ
カ
戦
跡
委
員
会
（36 U

SC
 §  2103

）、
連
邦
住
宅
金
融
庁
（T

he H
ousing and 

E
conom

ic R
ecovery A

ct of 2008 (H
E

R
A

): PL110-289

）、
証
券
取
引
委
員
会
（the A

ccountability of Tax D
ollars A

ct of 2002

）、

財
務
安
定
庁
（
不
良
資
産
救
済
プ
ロ
グ
ラ
ム
）（the E

m
ergency E

conom
ic Stabilization A

ct of 2008 (E
E

SA

））、
内
国
歳
入
庁

（C
hief Financial O

fficers A
ct of 1990
）、
及
び
連
邦
負
債
庁
の
連
邦
負
債
一
覧
（
連
邦
政
府
の
連
結
財
務
諸
表
監
査
（31 U

SC
. 

§ 
331 (e).

）
の
一
環
）
で
あ
る
（
Ｇ
Ａ
Ｏ
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
て
検
索
し
た
結
果
に
基
づ
く
）。

（
20
）　

分
析
官
（A

nalyst

）
と
い
う
職
種
（job series
）（
職
種
番
号
〇
三
四
七
）
は
、
Ｇ
Ａ
Ｏ
独
自
の
職
種
で
あ
る
。G

A
O

, (2009a), p. 

1 

及
びO

ffice of Personnel M
anagem

ent (2009)
参
照
。

（
21
）　

一
九
八
三
年
末
ま
で
に
採
用
と
な
っ
た
職
員
に
適
用
さ
れ
る
公
務
員
年
金
制
度
（C

ivil Service R
etirem

ent System

）
の
場
合
、
勤

続
三
〇
年
で
五
五
歳
、
二
〇
年
で
六
〇
歳
、
勤
続
五
年
で
六
二
歳
。
一
九
八
四
年
以
後
に
採
用
と
な
っ
た
職
員
に
適
用
さ
れ
る
公
務
員
年

金
制
度
（Federal E

m
ployees R

etirem
ent system

、
い
わ
ゆ
る
一
階
部
分
を
民
間
被
用
者
等
と
統
合
し
、
二
階
部
分
を
独
立
さ
せ
た

も
の
）
も
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
が
、
勤
続
三
〇
年
の
適
格
年
齢
を
、
二
〇
二
七
年
に
五
七
歳
と
な
る
よ
う
段
階
的
に
引
上
げ
中
。
人
事
院
（
二

〇
〇
六
）ｐ
・
二
五
及
び
人
事
院
（
二
〇
〇
八
）
参
照
。

（
22
）　G

A
O

 (2009a), p. 4 

参
照
。

（
23
）　G

A
O

 (2011a), p. 7, note 7 

参
照
。
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（
24
）　G

A
O

 (2011a), p. 1-3 

参
照
。

（
25
）　G

A
O

 (2011a), p. 7-9 

参
照
。

（
26
）　

Ｇ
Ａ
Ｏ
の
略
史
に
つ
い
て
の
日
本
語
に
よ
る
文
献
と
し
て
は
、
渡
瀬
（
二
〇
〇
五
）
及
び
、
益
田
（
二
〇
一
一
）
第
Ⅱ
章
な
ど
が
あ
る
。

（
27
）　

モ
シ
ャ
ー
に
よ
れ
ば
、voucher

と
は
「
政
府
に
請
求
可
能
な
経
費
を
記
載
し
、
権
限
あ
る
官
吏
が
支
払
い
保
証
を
行
っ
た
場
合
、
支

出
の
根
拠
と
な
る
文
書
」
で
あ
る
。M

osher (1979), p. 98, note 4 

参
照
。

（
28
）　ibid., pp.70-71 

参
照
。

（
29
）　ibid., pp.192-194 

参
照
。

（
30
）　G

A
O

 (1999)
参
照
。

（
31
）　

二
〇
〇
〇
年
に
、
さ
ら
に
五
か
所
の
事
務
所
が
廃
止
さ
れ
、
現
在
の
一
一
か
所
と
な
っ
て
い
る
。G

A
O

 (2000), p. 72 

参
照
。
今
回
の

予
算
削
減
に
伴
い
、
更
な
る
地
方
事
務
所
組
織
の
見
直
し
を
二
〇
一
一
年
七
月
か
ら
九
月
ま
で
行
っ
た
模
様
で
あ
る
が
、
結
果
は
公
表
さ

れ
て
い
な
い
。Federal T

im
es 

二
〇
一
一
年
八
月
一
六
日
付
け
（http://w

w
w

.federaltim
es.com

/article/20110816/

FA
C

ILIT
IE

S02/108160302/, 
二
〇
一
二
年
三
月
二
四
日
確
認
）
及
び
同
紙
二
〇
一
一
年
九
月
一
五
日
付
け
（http://blogs.

federaltim
es.com

/federal-tim
es-blog/2011/09/15/gao-oks-41-buyouts/, 

二
〇
一
二
年
三
月
二
四
日
確
認
）
参
照
。

（
32
）　G

A
O

 (2003), p. 19 

参
照
。

（
33
）　W

atson W
yatt W

orldw
ide (2007), p. 5 
参
照
。 

（
34
）  G

overnm
ent E

xecutive, B
uyout W

atch

（http://w
w

w
.govexec.com

/pay-benefits/2012/03/buyout-w
atch/34645/

、
二

〇
一
二
年
三
月
二
四
日
確
認
）
及
び
同
誌
二
〇
一
二
年
八
月
一
二
日
付
け
（http://w

w
w

.govexec.com
/pay-benefits/2011/08/gao-

plans-to-offer-buyouts-early-outs/34646/

、
二
〇
一
二
年
三
月
二
四
日
確
認
）
参
照
。Voluntary Separation Incentive Paym

ent

に
つ
い
て
は
、5 U

SC
 5597 note

で
Ｏ
Ｐ
Ｍ
に
規
則
制
定
権
を
授
権
し
て
お
り
、
Ｏ
Ｐ
Ｍ
へ
の
協
議
は
こ
の
規
則
に
基
づ
く
も
の
と
思

わ
れ
る
（
執
筆
時
点
で
は
規
則
を
見
つ
け
る
こ
と
が
で
き
て
い
な
い
）。
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